第２０回ＳＧＲＡフォーラム in 軽井沢

東アジアの経済統合:雁はまだ飛んでいるか
２００５年７月２３日（土）

鹿島建設軽井沢研修センター会議室

【プログラム】
	2時00分―2時05分
	総合司会：李 鋼哲（総合研究開発機構ＮＩＲＡ研究員、ＳＧＲＡ研究員）

挨拶：今西淳子（ＳＧＲＡ代表）

	2時05分―2時20分
	開催の趣旨：平川　均（名古屋大学大学院経済学研究科教授、ＳＧＲＡ顧問）
Ｆ．マキト（フィリピン アジア太平洋大学研究助教授、ＳＧＲＡ研究員）

	2時20分―3時00分

基調講演
	東アジア共同体への期待と不安

	
	渡辺利夫（拓殖大学学長）

	
	ＮＩＥＳ、ＡＳＥＡＮ諸国、中国、これに日本を加えた地域を東アジアと呼ぶならば、この地域の経済統合度はすでにして著しく高い。東アジアにおいては貿易財と投資資金とが域内を自己循環しているのであり、その意味で東アジアは「東アジア化」しつつある。重要なことは、東アジアにおいてはＡＳＥＡＮという穏やかな地域協力組織以外に統合を促すための制度的枠組みが存在しておらず、それにもかかわらずこの高い統合度が実現したという事実である。デ・ファクト（事実上）の統合である。問題は、東アジアがさらに濃度の高い統合を求め、そのための制度的枠組みを創出すべきだという「東アジア共同体」論が登場し、これにコミットする声が日本でも大きくなりつつあることである。東アジアを自由貿易地域とし、地域内の財や資本の交流を妨げる関税や非関税障壁を自由化・撤廃しようという構想であれば、相互の高い補完関係からして参加国に生じるメリットは大きい。それゆえＦＴＡの２国間、多国間の合意は今後とも相次ぐであろう。私もこれを支持する。しかし、それ以上ではない。共同体というからには、政治体制ならび安全保障枠組み、さらにはそれらを支える価値観や社会理念などを「共有化」するためのロードマップが多少なりとも明るい展望をもって描かれなければならないが、日韓、日中、中台がそれらの共有化とはまるで逆の方向に向っており、この「逆ベクトル」が構造化されているのが現代というのが私の見立てである。極東アジアはなお１９世紀的なナショナリズムの渦巻く諸勢力の確執の場であり、確執を御する力が日本にあるかのごとき前提で東アジア共同体を語ってはならない。

	3時00分―3時40分

ゲスト講演
	東アジアの雁行型工業化とベトナム

	
	トラン・ヴァン・トウ（早稲田大学教授）

	
	東アジアの工業発展の波及は、中国が急速に台頭した１９９０年代半ばから従来特徴付けられてきた雁行形態とは異なる性格をみせているという意見が多くなった。特に中国が労働集約的工業から資本・技術集約的工業まで輸出を拡大しているし、工業化のフロンチアーも広大な内陸部への展開の可能性もある。このため、ＡＳＥＡＮ先発国との競合が激しくなる一方、ベトナムなどの後発国の工業化も困難になっているという懸念が強まっている。極端に言えば雁行型発展が中国の段階でストップしてしまうのである。本報告はＡＳＥＡＮ、特にベトナムの立場から東アジアにおける分業の現段階を分析し、今後の展開を展望してみる。

	3時40分―4時00分
	休憩

	4時00分―4時20分

研究報告１

	中国家電産業の雁行型発展と日中分業

	
	範　建亭（上海財経大学国際工商管理学院助教授、ＳＧＲＡ研究員）

	
	近年、中国は多くの分野で世界一の生産力を持つようになっているが、その急速な産業発展は、海外からの製造機能と技術の移転に依存して進められてきた側面が強い。急速に台頭してきた中国をいかに世界経済に取り込んでいくかが重要な課題となっているが、中国の発展要因については国際分業との関連から理解する必要がある。本報告は中国の家電産業を取り上げ、その追いつき発展の特徴を雁行形態論の分析枠組みで解明する。そして、日本家電メーカーの対中投資と技術供与、日中家電産業の発展過程の比較、および両国の分業関係などを検証した上で、伝統的な雁行形態論の再考を試みる。

	4時20分―4時40分

研究報告２

	韓・中・日における分業構造の分析と展望―化学産業を中心としてー

	
	白　寅秀（韓国産業資源部産業研究院副研究委員、ＳＧＲＡ研究員）

	
	歴史的に韓国、日本、中国は東アジアの経済圏の３つの軸としてお互いに競争し、時には協調体制を構築しながら発展してきた。一方、中国経済の急速な浮上と日本の長期化する不況などは韓国に機会と脅威を同時に与えており、このような状況のもとで最近、地域間の経済協力の強化が求められるなか、韓・中・日を中心軸とする東アジア自由貿易地帯、または通貨の統合まで議論されている。このような論議の延長線上で韓国の化学産業も構造的な変化に転機を迎えようとしている。本稿は１９９０年以降、韓国の対日本および対中国の化学産業の交易構造および貿易競争力がどのように変化し、３国間の分業構造にはどのような特徴が見られるのかを分析する。また、この分析に基づいて化学産業における今後３国間の競争及び協調体制について示唆する点を導きたい。

	4時40分―5時00分

研究報告３

	モンゴルの経済発展と東北アジア諸国との経済関係

	
	エンクバヤル（環日本海経済研究所ＥＲＩＮＡ研究員）

	
	モンゴル国では、２００２年６月より自由経済特区法を採択し、積極的に外国投資を誘致した。それにより、貿易と投資の国民経済における役割は大きく増大し、ＧＤＰの約２０％を占めるようになった。１９９０年までは、モンゴルの対外貿易は主に旧ソ連・東欧諸国の間で行われたが、中央集権的な社会主義市場経済から市場主導型の経済へ移行するとともに、貿易自由化政策が推進された。従って、貿易相手国も次第に中国、米国、韓国、日本やオーストラリアに変わってきた。世界各国との貿易のなか、東北アジアへの貿易依存度は２００４年に６４％に達した。一方、モンゴルは１９９８年より外国直接投資（ＦＤＩ）を積極的に受け入れるように政策を転換し、１９９０年－２００４年まで、３,８６８社の外国企業を誘致し、ＦＤＩ金額では累計１３億ドルに達している。７５カ国の企業がモンゴルに投資しているが、中国やカナダが最も多く、それに次ぐのは韓国、日本、米国とロシアである。

東北アジア地域との協力は、モンゴルの経済発展に欠かせないものである。 

	5時00分―5時20分

研究報告４

	共有型成長を可能にする雁行形態ダイナミックス（フィリピンの事例）

	
	Ｆ．マキト（フィリピンアジア太平洋大学研究助教授、ＳＧＲＡ研究員）

	
	雁行形態開発は経済学においては、主に効率性の追求の結果として捉えられてきた。国際競争力が低迷して次の産業を開くか海外に移転するか、経済資源が効率的に再配分される過程であるとよく説明されている。しかし、雁行形態ダイナミックスは日本が実現した共有された成長の大きなダイナミックスでもあることを指摘したい。フィリピンは世界銀行の東アジア奇跡報告(１９９３年)の中で、「共有型成長」という、その奇跡の特徴的な開発過程を実現できなかった国の一つである。雁行形態ダイナミックスはフィリピンにも共有された成長の実現を可能にする大きな勢力の一つであるかどうか、本発表ではフィリピンの経済特区を分析して探ってみたい。

	5時30分―7時00分
	夕食

	7時00分―8時30分
	パネルディスカッション

	8時30分―8時50分
	総括：平川　均（名古屋大学大学院経済学研究科教授、ＳＧＲＡ顧問）

	8時50分―9時00分
	挨拶：嶋津忠廣（ＳＧＲＡ運営委員長）


【講師略歴】
· 渡辺利夫 ☆ わたなべ・としお ☆ Watanabe Toshio
拓殖大学学長。開発経済学・現代アジア経済論専攻。

１９３９年６月山梨県甲府市に生まれる。慶應義塾大学卒業、同大学院博士課程修了。経済学博士。筑波大学教授、東京工業大学教授を経て、２０００年より現職。東京工業大学名誉教授。ＯＤＡ総合戦略会議議長代理。日本総合研究所顧問。山梨総合研究所理事長。アジア政経学会理事長（元）。国際開発学会副会長（前）。第１７期日本学術会議会員。日中友好２１世紀委員会委員（前）。ＮＨＫ中央番組審議会委員（前）。ＪＩＣＡ国際協力功労賞。
主著に『成長のアジア　停滞のアジア』（東洋経済新報社、吉野作造賞）、『開発経済学』（日本評論社、大平正芳記念賞）、『西太平洋の時代』（文藝春秋、アジア太平洋賞・大賞）、『Asia: Its Growth and Agony』(Hawaii University Press)など。また新境地を開くものとして『神経症の時代―わが内なる森田正馬』（ＴＢＳブリタニカ、開高健賞正賞）がある。近著に『アジア経済の構図を読む』（日本放送協会出版会）、『中国経済は成功するか』（筑摩書房）、『種田山頭火の死生―ほろほろほろびゆく』（文藝春秋）、『海の中国』（弘文堂）、『私のなかのアジア』（中央公論新社）など。
· トラン・ヴァン・トウ ☆ Tran Van Tho   
現職： 早稲田大学社会科学部教授, ベトナム太平洋経済センター(ＶＡＰＥＣ)会長，ベトナム首相政策研究委員会メンバー，日本国際フォーラム政策委員、早稲田大学ベトナム総合研究所所長などを兼任。  
学歴：１９６８年ベトナムでの高校卒業後，日本の国費留学生として来日.　１９７３年一橋大学経済学部卒業. １９７８年一橋大学大学院経済学研究科博士課程終了（１９９３年 経済学博士の学位取得）
職歴： １９８４年－８９年 日本経済研究センター研究員，１９８９年－２０００年 桜美林大学国際学部助教授･教授
主要な歴任：ベトナム首相の諮問機関「経済･行政改革諮問委員会」委員，経済審議会（日本首相の諮問機関）専門委員，経済企画庁客員研究員，ハノイ大学客員教授，ホー・チミン国家大学客員教授、ダナン大学客員教授などを歴任。
専門分野：国際経済学，開発経済学，アジア経済論
所属学会：国際経済学会，アジア政経学会，東アジア経済学会、比較経済体制学会
主要著書：『産業発展と多国籍企業－アジア太平洋ダイナミズムの実証研究』東洋経済，１９９２年（「アジア太平洋賞」受賞）；『ベトナム経済の新展開』日本経済新聞社，１９９６年；『アジア太平洋の時代とベトナムの工業化』（ベトナム語），１９９７年、『Japan’s Direct Investment in Thailand：Pattern and Issues』Japan Center For Economic Research，１９９１； 『 Japanese Management Style and Technology Transfer in Thailand』，Japan Center For Economic Research，１９９３; 『最新アジア経済と日本』日本評論社，２００１年（共著）  
■ 平川　均 ☆ ひらかわ・ひとし ☆  Hirakawa Hitoshi
１９８０年明治大学大学院経営学研究科博士課程単位取得退学。１９９６年京都大学博士（経済学）。１９８０年４月より長崎県立国際経済大学(現・長崎県立大学)経済学部講師、助教授、茨城大学人文学部教授、東京経済大学経済学部教授などを経て、２０００年１０月より名古屋大学経済学部付属国際経済動態研究センター教授。

著書に『ＮＩＥＳ―世界システムと開発』同文舘出版、１９９２年。『からゆきさんと経済進出―世界経済のなかのシンガポール－日本関係史』(清水洋氏との共著)コモンズ、１９９８年４月。『第４世代工業化の政治経済学』(佐藤元彦氏との共著)新評論、１９９８年５月、「東アジア通貨・経済危機と世界経済(上)、(下)」『労働法律旬報』Nos.1454,1455,１９９９年４月下旬号、５月上旬号、「新・東アジア経済論―グローバル化と模索する東アジア」（石川幸一氏と共編著）ミネルヴァ書房、２００１年４月、など。
■ 範　建亭 ☆ はん・けんてい ☆ Fang Jianting
中国上海市生まれ。１９９６年関東学院大学経済学部卒業。２００１年一橋大学大学院経済学研究科博士課程修了。２００２年一橋大学大学院経済学研究科助手。現在、上海財経大学国際工商管理学院助教授、博士（経済学）。
主要著書に、『現地化する中国進出日本企業』（共編、新評論、２００３年）。『中国の産業発展と国際分業－対中投資と技術移転の検証』（風行社、２００４年）。
■ 白　寅秀 ☆ ペク・インス ☆ Baek Insoo

産業研究院　研究員（１９９３年１月―１９９９年３月）。産業研究院東京支店通信員（１９９６年３月―１９９８年２月）。早稲田大学商学部助手（１９９８年４月―２００１年３月）。産業研究院副研究委員（２００３年４月―現在）。高麗大学・漢陽大学院講師（２００３年３月―現在）。韓日経商学会理事（２００４年３月―現在）。韓国流通学会　理事（２００４年３月―現在）。韓国経営史学会理事（２００４年３月―現在）。産業資源部流通物流分科委員会委員（２００４年１月―現在）。中小企業庁市場経営支援センター理事（２００５年４月―現在）。
＜論文＞

韓国における百貨店の成長と小売経営の革新（韓日経商論集、２００４年１０月）。 The Emergence of a Mass Market and the Dynamics of Retail Forms in Korea （Business History Conference、２００３年６月）。韓国における流通システムの変革プロセスー小売業態の革新メカニズムを中心にー（博士学位論２００３年２月）。 大衆消費市場の成立と小売業態の変化―後発国の韓国の事例を中心にー（経営史学、１９９９年１２月）。
■ フェルディナンド・マキト ☆ Ferdinand C. Maquito
１９８２年フィリピン大学機械工学部卒業。Center for Research and Communication（現在、アジア太平洋大学 University of Asia and the Pacific）産業経済学修士。１９９６年東京大学経済学博士。現在、アジア太平洋大学（フィリピン）研究助教授、テンプル大学ジャパン大学院講師、ＳＧＲＡ「グローバル化と日本の独自性」研究チームチーフ。２００３年名古屋大学外国人客員研究員。
最近の研究活動に、研究報告：“Towards a Strategy of Manufactured Exports to Japan” Philippine Institute of Development Studies Discussion Paper Series, ２００４年５月、セミナー発表：「カビテ経済特区：共有された成長の媒介になるか」、フィリピンカビテ州、２００５年月２０日、学会発表：”Flying Geese Dynamics and Shared Growth Indicators: The Case of Philippine Economic Zones”, 第６回国際開発学会春季大会、２００５年６月１１日、など。
■ 李　鋼哲 ☆ リ・ガンゼ ☆ Li Gangzhe
１９８５年中央民族学院（中国）哲学科卒業。中国工運学院助手・専任講師を経て、１９９４年立教大学大学院経済学研究科に入学、博士前期・後期課程修了。環日本海総合研究機構主任研究員、東アジア総合研究所研究理事、笹川平和財団朝鮮半島研究プロジェクト研究委員、東京財団「北東アジア開発銀行研究プロジェクト」研究員、中国延辺大学・南開大学客員教授、名古屋大学外国人研究員（２００３年）を経て、現在、総合研究開発機構（ＮＩＲＡ）主任研究員/黒龍江大学教授（兼任）。ＳＧＲＡ研究員。　
著書に、『新東アジア経済論』(共著)２００１.ミネルヴァ書房（第１４章担当）。『東亜区域経済合作：中国与日本』（共編著）２００２天津人民出版社。『「北東アジア開発銀行（ＮＥＡＤＢ）」の創設と日本の対外協力政策』（共著）２００３年３月東京財団。『岐路に立つ北朝鮮、変革への道筋と国際協力』（共著）２００３笹川平和財団（第５章担当）。“The Paradigm Change of Regional Cooperation in Northeast Asia and Financial Cooperation.” Economic Research Center, Nagoya University, DISCUSSION PAPER, Aug, ２００４. etc.
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